
1　はじめに

　今日、コーポレート・ガバナンスには、企業不
祥事を防止する役割と、企業競争力を強化する
役割という、2 つの側面が存在していると、多く
の研究者や実務家が指摘している 1。それらを裏
付けるように、海外の企業不祥事（たとえば、エ
ンロンやワールドコムの一連の不祥事）や日本の
企業不祥事（食品偽装問題や粉飾決算などの一
連の不祥事）が発生している。そのたびに、コー
ポレート・ガバナンスが議論の対象となっている。
それゆえ、コーポレート・ガバナンスの監視・監
督機能が有効に働いていないのではないかとい
う指摘がある 2。そして、この指摘から経営者は、
自社の企業経営の見直しを迫られ、自社のコーポ
レート・ガバナンス体制の改革を行うようになっ
たのである3。しかし、既存の企業経営システム（企
業経営機構など）に新たなシステムを導入し、企
業が原則を用いて改革をしていくことは、企業経
営者にとって非常にリスクのある行為である 4。ま
た、システムが適合しなかった時の失敗は企業に
とって企業競争力の低下ともなりかねないとも考
えられよう56。
　そこで、筆者が注目したことは、コーポレート・

ガバナンスにおいて論じられるアドバイザリー・
ボードと呼ばれる経営システムである 7。このアド
バイザリー・ボードは一般的には経営諮問委員会
と訳され、企業において企業経営機構や経営シス
テムの1つとして企業経営に導入されている。筆
者による企業の実践状況に関する考察によると、
その効果は、コーポレート・ガバナンスの充実や
取締役会への助言機能などを持ち、組織される
構成員においても、半数以上が社外からの有識者 

（学者や公認会計士、そして税理士や弁護士など）
で構成できることが分かった 8。そのため、企業
経営において非常に重要とされている。
　本論文では、そのアドバイザリー・ボードの基
礎的考察として、役割と目的を明確にするととも
に、企業における位置づけと今後の課題を検討す
ることが目的である。そのために、第 2 節では、
アドバイザリー・ボードが企業経営においていか
なる議論の対象であるのかに触れ、企業やコーポ
レート・ガバナンスへの必要性を検討したい。そ
して企業での導入例（実践状況）をもとに分類し
た性質をも示したい。そして、第 3 節では、アド
バイザリー・ボードとコーポレート・ガバナンス
を詳しく検討する前段階として、企業経営におけ
る位置づけと企業経営における役割について考察
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している。さらに、第4節では、アドバイザリー・ボー
ドとコーポレート・ガバナンスを検討するために、
アドバイザリー・ボードの実効性を企業経営のな
かでの位置づけの観点から、先行研究を参考にし
て考察している。なお、今後のアドバイザリー・ボー
ドが企業経営に対していかなる役割を有するのか
ということや、現状の企業経営において考えられ
る課題に関しても考察している。

2　 コーポレート・ガバナンスとアドバ
イザリー・ボードの関係性

2-1　 企業経営におけるアドバイザリー・ボー
ドの議論

　1990 年代後半になると、日本企業のなかでは
コーポレート・ガバナンスに対する積極的な諸対
策が行われた。そして、経営者が行った諸対策に
は、コーポレート・ガバナンス（例えば、企業経
営機構改革が挙げられる）や利害関係者との対話、
そして情報開示（例えば、企業の社会的責任に
関する活動の報告が挙げられる）などの3点が多
く含まれているといえよう9。その理由は、おおむ

ね今日における度重なる企業不祥事や企業経営シ
ステムの機能不全といったことであろう。そして、
その現状に対して経営者は、自社の企業経営を見
直し現状を考慮したうえで、コーポレート・ガバ
ナンスを実践していると考えられる。さらに、企
業の経営者のコーポレート・ガバナンス実践は他
の経営者にもコーポレート・ガバナンスを充実し
なければならないという認識が強まり、具体的な
方策がとられていると考えられる 10。
　図1のように、企業のコーポレート・ガバナン
ス方策には、1つ目に、コーポレート・ガバナンス
改革が含まれる。これには例として企業経営機構
改革が挙げられる。また、2 つ目に、利害関係者
に対する情報開示が含まれる。これには例として、
企業の社会的責任に関する活動の報告が含まれ
る。ここで、企業の業種や形態、そして規模といっ
た理由で異なった条件か加わることで実践がされ
ている。
　つぎに、経営者は企業のコーポレート・ガバナ
ンス方策を踏まえて、企業経営機構の再構築を行
う。それは1つ目に、企業経営機構における監視、
監督機能の強化が含まれる。また、2 つ目に、企

図1 企業のコーポレート・ガバナンス方策とアドバイザリー・ボードの関係性

（出所）筆者作成。
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業経営機構の変更が含まれる。このような流れで
実践されていくコーポレート・ガバナンス方策は、
企業の実践結果により、（1）既存の企業経営シス
テムを改善した企業と、（2）企業経営システムの
再構築のために模索している企業に分けられると
考えられる。
　そこで、経営者は今までのコーポレート・ガバ
ナンスの問題点やコーポレート・ガバナンス方策
の再検討を行う過程で、既存の企業経営機構に
新たに外部の視点を増やし、経営効率性を充実
させることを検討に加えた 11。そして、経営者が
着目したシステムが、アドバイザリー・ボードと
呼ばれるシステムである。日本企業においてこの
アドバイザリー・ボードが取り入れられた例は、
1999 年 4 月に帝人株式会社が、経営の透明性の
一層の向上を図る目的で導入された。このアドバ
イザリー・ボードはおもに企業経営上の諮問機関
としての認識が強く、法的規制もないということ
が現状である 12。また、アドバイザリー・ボード
の名称や機能は企業の業種や形態、そして規模
により統一性がないと考えられる。筆者が調査を
行った限りでは、アドバイザリー・ボードは主に、

「アドバイザリー・ボード」「インターナショナル・
アドバイザリー・ボード」「経営諮問委員会」「経
営諮問機関」「経営助言機関」「助言機関」「審議
委員会」というシステムで設置されている 13。つ
まり、企業の経営手法によってその具体的な機能
を連想させるようなシステムとして扱われている
といってよいであろう。

2-2　 日本企業のアドバイザリー・ボード設
置状況と実践の現状

　前項によると、コーポレート・ガバナンス方策
を企業が行っていくとき、その企業の業種や形態、
そして規模といった条件で企業経営機構改革に違
いがみられるだろうと考えた。そして、（1）企業
のコーポレート・ガバナンス方策が企業経営に良
い結果 14 をもたらしたか、または、（2）いまだに
企業経営機構構築を再検討し自社に最適な経営
システムを模索しているか、は容易に判断できな
いと推測した。そこで、企業の経営者が既存の企
業経営機構を活かす手段として、アドバイザリー・

ボードに着目し、企業経営上の諮問機関や法的規
制がないことに経営上の必要性を説いた。
　今日までに、多くの企業がアドバイザリー・ボー
ドを設置し実践している。表 2では、東京証券取
引所上場企業のなかで特に（1）取締役会への助
言や提言、（2）企業経営全般の経営効率性や審
議、に注目した企業を取り上げる。また、企業は
業種別に、「建設業」「食品業」「繊維・紙業」「化
学業」「医薬品業」「石油業」「鉄鋼・金属・機械業」

「輸送・精密・諸工業」「銀行・保険・証券業」の
9 つに分類し、各業種で 4 社から8 社（全 49 社）
に分類した15。また、各企業がアドバイザリー・ボー
ドの構成員としていかなる人物を採用しているの
かに関しても同時に考察した。加えて、アドバイ
ザリー・ボードの目的も検討していく。では、具
体的考察は各構成員の検討を行い、次に役割に
関して検討を行うことにする。
　まず、社内構成員の割合は、49 社中10 社が該
当し、積水ハウス、アサヒビール、日本毛織、ワ
コール、クラレ、TOTO、古河電工、住友電気工業、
キヤノン、みずほフィナンシャルグループ、東京
海上 HD が全構成員数の 4 割から9 割以上を社
内構成員で占めていた。そして、他の企業に関し
ては、経営者、学者の順に採用され、社内構成
員における比重が高いとみることができる。また、
アドバイザリー・ボードを設置して間もない企業
に至っては、試験的な意味を含めた例（社外取締
役などを増員し、単に外部の意見を聞くことなど）
もあり、アドバイザリー・ボードの性質を活かし
ていない企業もあると推測できる。
　そして、経営者の割合は、49 社中 22 社が該当
し、積水ハウス、帝人、日本毛織、東レ、マンダム、
信越化学、資生堂、クラレ、旭化成、アステラス
製薬、参天製薬、第一三共、TOTO、コマツ、ダ
イキン、キヤノン、NEC、三菱自動車、オリンパス、
MUFG、みずほフィナンシャルグループ、アコム、
が全構成員数の2 割から10 割と幅広い範囲で経
営者が占めていた。また、どの企業にも多く見ら
れた点は、企業経営における専門知識や実務者
的考察といった他企業での企業経営者としての経
験を、導入側の企業経営者も重視しているという
ことが推測できよう。また、企業経営者が持つ専
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門的資格（公認会計士や税理士、そして弁護士）
16も優先的に考慮され積極的に採用されている
場合も、割合を高めている要因として考えられる。
　さらに、学者の割合は、49 社中12 者が該当し、
積水ハウス、信越化学、資生堂、クラレ、旭化成、
アステラス製薬、第一三共、コマツ、NEC、三菱
自動車、オリンパス、MUFG、が全構成員数の1
割から5 割を学者が占めていた。 経営者に比べ
て低いと考えられるのは、企業経営者の視点から
見た実務者的考察や経験度の違いであろうと考え
られる17。ただし、学者の採用は公認会計士や
税理士といった専門職との兼ね合いのなかで検討
されていることも多く、一概に学者を積極的に採
用していくという特出した理由は存在しないので
はと考えられる。
　そして、公認会計士と税理士の割合は49 社中
3 社が該当し、信越化学、旭化成、キヤノン、が
全構成員数の1割から2 割を公認会計士、税理
士が占めていた。この例も学者との割合で議論が
重なるが、そもそもアドバイザリー・ボードの全
構成員の比率で考えれば、一概に最適な割合を導
き出すことはできないであろう。また、データが
得られなかった企業においても、アドバイザリー・
ボードの構成員として取締役会が採用しているか

どうかという件に関して不透明な点が残る。
　次に、法律家の割合は、49 社中11社が該当し、
積水ハウス、日本毛織、東レ、マンダム、信越化学、
クラレ、アステラス製薬、キヤノン、TDK、三菱
自動車、アコム、が全構成員数の1割から3 割を
法律家が占めていた。法律家は、特に弁護士を採
用する企業が多く、企業に対する法的リスクの対
処や訴訟、そして専門的法律業務に関する助言の
ために存在することが多いと考えられる。
　最後にその他の割合は、49 社中わずか 2 社し
か該当せず、帝人と第一三共が全構成員数の約2
割弱をその他の構成員で占めていた。その他の構
成員には、内閣総理大臣補佐官 18 や評論家、そ
して作家や前駐日大使や大臣経験者など幅広い
分野で経験をしている有識者を採用している傾向
がある。他の構成員よりも幅広く受け入れること
ができることは、アドバイザリー・ボードを有効
に企業で活かしている特出すべき点であろう。ま
た、今後もその採用分野は広がっていくであろう
と考えられる。以上のように構成員数別の考察か
らは、社内構成員の採用が非常に多く、いまだ企
業がアドバイザリー・ボードのシステムを模索し
ていることが推測できよう。

表1 業界別のアドバイザリー・ボードの構成員と企業例

業
種 企業（総数）

社内
構成員

経営者 学者
会計士
税理士

法律家 その他 備考（役割など）

建
設
業

鹿島（－） ̶ 0名 0名 0名 0名 0名
経営効率化
意思決定迅速化

住友林業（－） ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 社長に対する答申機能

コムシスHD（－） 0名 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
経営会議に対する助言と
提言

ダイセキ（－） ̶ ̶ 0名 0名 0名 0名
業務執行の審議月1回開
催

大成建設（－） ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
3つの委員会
取締役への助言

大東建託（－） ̶ 0名 0名 0名 0名 0名
業務上の課題点
問題点の協議

積水ハウス（25） 22名 1名 1名 0名 1名 0名
企業経営の
チェック機能

日本電設（－） ̶ 0名 0名 0名 0名 0名 2つの委員会審議と報告
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食
品
業

味の素（－） ̶ ̶ 0名 ̶ ̶ 0名
役員指名や報酬における
客観性

オエノンHD（－） ̶ 0名 ̶ ̶ 0名 ̶
取締役会との情報共有と
報告

キリンHD（－） ̶ ̶ 0名 ̶ 0名 0名
5つの委員会、取締役会
への報告

アサヒビール（8） 8名＊ ̶ 0名 ̶ ̶ 0名
2つの委員会、人事や報
酬の審議

キューピー（－） ̶ 0名 0名 ̶ 0名 0名
代表取締役への答申と諮
問機能

繊
維
・
紙
業

帝人（7） 2名 4名 0名 0名 0名 1名
社長の交代、後継者推薦、
など

日本毛織（6） 3名 2名 0名 0名 1名 0名
企業経営全般の諮問と意
見機能

ワコール（7） 7名＊ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
経営課題の検討と事前審
議

東レ（3） ̶ 2名＊ 0名 0名 1名＊ 0名
取締役会での審議効率性
と提言

日本製紙（－） ̶ ̶ 0名 ̶ ̶ 0名
取締役の指名や報酬の審
議

化
学
業

マンダム（4） ̶ 3名 0名 0名 1名＊ 0名
取締役会への公正性、透
明性

信越化学（7） 0名 5名 1名＊ 1名 1名＊ 0名
独立委員会組織取締役会
の評価

資生堂（2） ̶ 1名 1名 0名 0名 0名
取締役会評価社外取締役
優先

クラレ（9） 5名 4名＊ 2名＊ 0名 2名＊ 0名 代表取締役社長への助言

旭化成（10） 3名 2名 4名 1名 0名 0名
グループ経営全般の諮問
機関

医
薬
品
業

アステラス製薬
（4）

̶ 1名 2名 0名 1名 0名
取締役などの選任や解任
の審議と提言

参天製薬（8） 3名 1名＊ ̶＊ ̶＊ ̶＊ ̶＊
重要課題審議ガバナンス
強化

武田薬品工業（－） ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 0名
経営戦略および重要事項
の審議

第一三共（5） ̶ 3名 1名 0名 0名 1名 取締役会への答申

中外製薬（－） 0名 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 経営会議への助言（IAC）

石
油
業

ブリジストン（－） ̶ 0名 0名 0名 0名 0名
取締役会と監査役会への
諮問

TOTO（11） 6名 2名＊ ̶＊ ̶＊ 0名 0名
取締役の選任と解任、透
明性

出光興産（－） 0名 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 取締役会の機能強化

ニッタ（－） ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 年2回開催取締役会助言

昭和シェル石油
（5）

̶ ̶＊ ̶＊ ̶＊ ̶＊ ̶＊ 取締役会への提言と報告
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　それでは、次に表 1の備考欄に記載した各企
業のアドバイザリー・ボードの役割について考察
したい。前項では、企業経営上の諮問機関や法的
規制がないといったことが挙げられたが、実際の
企業経営においては、多様なシステムが形成され
ている。これらの共通点を分析すると、図 2のよ
うにおおよそ5つに分類することができる。
　まず、1つ目は、取締役会の諮問や助言機関と
いう共通点がある。これは、取締役の指名や報酬
に関する審議を行い、アドバイザリー・ボードで
集約された意見を取締役会で迅速に審議すると
いう特徴がある。つぎに、2 つ目は、経営会議へ

の助言機関という共通点がある。これは、取締役
会の事前審議の会議（常務会 19 などが該当する）
に対する助言を行うという特徴がある。そして、3
つ目は、代表取締役への諮問や助言、そして選
任と解任に関する審議という共通点がある。これ
は、主に取締役の進退に関わる審議を行うことで
ある。さらに、4 つ目は、取締役会と代表取締役
との独立性という共通点がある。これは、経営諮
問機関としての役割が大きく関係し、社外の有識
者を多く取り入れることで、企業経営における第
三者機関としての特徴がある。加えて、取締役会
における内部機関 20 や外部機関 21としての認識も

鉄
鋼
・
金
属
・
機
械
業

コマツ（4） 0名 3名 1名 0名 0名 0名 取締役会への助言と提案

ダイキン（2） ̶ 2名 0名 0名 0名 0名 独立委員会企業経営助言

古河電工（4） 4名 0名 0名 0名 0名 0名
CEOとCOOへの諮問機
能

住友電気工業 （11） 11名 0名 0名 0名 0名 0名

キヤノン（8） 5名 1名 0名 1名 1名 0名
7つの委員会が経営会議
を補完

TDK（1以上） ̶ ̶ 0名 0名 1名 0名
3つの委員会が取締役会
に助言

NEC（5） 0名 4名 1名 0名 0名 0名
報酬委員会機能審議と報
告

輸
送
・
精
密
・
諸
工
業

三菱自動車（6） 0名 1名 3名 0名 2名 0名
企業倫理委員会取締役会
に提言

テルモ（－） ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 独立機関、社外主体

トヨタ（10） 0名 ̶＊ ̶＊ ̶＊ ̶＊ ̶＊ 海外有識者構成

オリンパス（5） 0名 5名 1名＊ 0名 0名 0名
特別委員会取締役会に勧
告

銀
行
・
保
険
・
証
券

MUFG（4） 0名 2名 2名 0名 0名 0名 経営会議へ助言

中央三井トラスト
HD（̶）

0名 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
経営会議に対する経営助
言

みずほFG（12） 9名 3名 0名 0名 0名 0名 取締役会の諮問機関

東京海上HD （10） 4名 ̶＊ ̶＊ ̶＊ ̶＊ ̶＊

アコム（8） 5名 2名 0名 0名 1名 0名
2つの委員会取締役会へ
提言

（注）	「−」は回答なしまたは調査不能、情報を公開していないことを指す。
	 また、＊は他の構成員との役割の重複を示す。（  ）内はおおよその全構成員数を示している。
	 その他の欄は、内閣総理大臣補佐官や評論家、そして作家や元ベトナム、ブラジル特命全権大使などにくわえて元駐日大

使、元商工大臣といった多様な分野から採用されている企業も存在する。
		  さらに備考欄は、主に取締役会への機能を優先に記載し、合わせて取締役会と独立性を有する場合にはその旨を記載

した。

（出所）上記企業のデータは、各企業の関連 URLを参考に筆者作成。
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特徴として考えられる。最後に、5 つ目は、別途
委員会の設置と委員会相互の意見交換という共通
点がある。これは、企業によって必要と判断され
た専門委員会の設置であり、具体的には企業倫理
委員会やCSR 委員会、そして内部統制委員会と
いう企業経営になくてはならない分野の委員会が
存在している。
　このように、調査した企業でもアドバイザリー・
ボードが多種多様なシステムを持つことが分かっ
た。つまり、企業は自社の経営手法や組織慣行に
十分に適合できるようにアドバイザリー・ボード
を設置し、そして活用し実践しているということ
ができよう。

2-3　 企業経営におけるアドバイザリー・ボー
ドの性質

　企業経営において考えられるアドバイザリー・
ボード性質はおおよそ、前項の内容を考慮すると
図3のようにまとめることができる。ここでは、ア
ドバイザリー・ボードの性質を名称と主な性質の
2つに分けて、主な性質を7つの項目に分類した。
　まず、アドバイザリー・ボードの分類は前項で

行ったようにおおよそ7 つのシステムで構成され
る。また、それぞれが持つ性質も同じであり、そ
の性質が企業経営に活かされていると考えられ
る。
　アドバイザリー・ボードの性質として、1つ目は
目的である。アドバイザリー・ボードは、（1）社
外の有識者による助言や提言を通じた経営の透明
性や客観性の向上、（2）取締役会との情報共有、

（3）取締役会での審議の迅速化、（4）グループ企
業全体の経営効率性の向上、（5）取締役会と独
立した形で社外の意見を取り入れる、という目的
がある。
　つぎに、2つ目は役割である。アドバイザリー・
ボードは、（1）企業の経営活動全般の助言と提言、

（2）指名委員会（取締役の進退に関する助言と提
言）、（3）報酬委員会、（取締役の報酬額や評価
に関する助言と提言）、（4）指名委員会と報酬委
員会の引き継ぎ、（5）経営方針に関する議決権は
原則としてない、（6） 各専門委員会、（7）常務会、
という役割を持つ。
　そして、3つ目は機能である。アドバイザリー・
ボードは、（1）取締役会や代表取締役への勧告、

図2 アドバイザリー・ボードの共通点と主な認識と特徴

（出所）筆者作成。
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（2）取締役会や代表取締役への諮問や助言、（3）
取締役会への審議内容の報告、（4）取締役会や
代表取締役との独立機能、という機能を持つ。
　さらに、4 つ目は開催頻度である。アドバイザ
リー・ボードは、（1）国内外含めて年 2回から3
回程度で開催している。（しかし、必要に応じて
臨時開催を行うことしている）、（2）月に1回の開催、

（3）月に複数回の開催、ということになっており、
企業によって開催頻度に違いがみられることが推
測できよう。
　また、5つ目は構成である。アドバイザリー・ボー
ドは、（1）構成人員は下限も上限もないが、おお
よそ最大で 20 名、（2）構成人員は 7 割から8 割
が社外の有識者、（3）構成人員の 2 割程度を会
長や社長、そして相談役や選任された少数の取

締役、（4）（2）と同様の割合で社内の全取締役か
ら選任、（5）（3）と同様の割合で社外の有識者とし、
適宜で社外取締役を委員長としている。
　6 つ目は、任期である。アドバイザリー・ボー
ドは（1）原則として2 年間から3 年間とし、（2）

（1）に加えて、その後の自動延長の選択が可能、
ということになっている。自動延長の採用は、企
業におけるアドバイザリー・ボードの効果を確認
し、適宜で効果を持続させたい場合に有効な性質
となるだろう。
　最後に、7 つ目は、主な議論の内容である。ア
ドバイザリー・ボードは、（1）グローバル企業と
しての経営のあり方や企業戦略、（2）社会や経済、
そして政治状況における2国間または多国間通商
問題など、（3）コーポレート・ガバナンスやステー

図3 企業経営におけるアドバイザリー・ボードの性質

 （出�所） 経団連意見書 わが国公開会社におけるコーポレート・ガバナンスに
関する論点整理（中間報告）　大和証券経営戦略レポート2005に加えて、
筆者が調査した企業のURLを参考に筆者作成。
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クホルダーと会社のあり方など、（4）社長の交代
や後継者推薦、（5）各種委員会や委員会間での
意見交換の推進、という内容である。このように、
幅広い見地から企業経営を議論することで、より
多角的な意見の取り入れが可能となっている。ま
た、今日の企業経営の諸問題を解決する場として
の役割を持つことも考えられる。

3　アドバイザリー・ボードと企業経営

3-1　 外部機関としてのアドバイザリー・ボー
ド

　アドバイザリー・ボードは、経営全般の助言や
提言いう性質を持つことから、企業経営にとって
必要な存在となりつつあると考えられる。そして、
アドバイザリー・ボードの企業経営機構における
位置づけとしては、前節で検討したように図3で
まとめたような役割と機能で考えることができる。
ここでは、主にアドバイザリー・ボードが企業経
営においていかなる位置づけで議論や検討がされ
るべきかを考察する。そのために、アドバイザリー・
ボードと密接に関係している取締役会と代表取締
役への助言という見地から（1）取締役会の外部
機関としてのアドバイザリー・ボード、（2）取締
役会の内部機関としてのアドバイザリー・ボード、

（3）取締役会や代表取締役の直属機関としてのア
ドバイザリー・ボード、に分けて考察する。

　図 4は、（1）取締役会の外部機関としてのアド
バイザリー・ボードの位置づけである。図 4によ
ると、アドバイザリー・ボードは、外部機関とし
て取締役会と分離している関係であることがいえ
る。まず、役割では、企業の経営活動全般の提
言と助言を行いつつ、指名委員会や報酬委員会
としての役割をもつ。そして、取締役会の意向に
よっては、適宜で専門委員会（企業倫理委員会や
CSR 委員会、そして内部統制委員会）を別途の
機関として取締役会の内部か、もしくは外部に設
置することが考えられる。また、機能では、取締
役会への審議内容の報告や取締役会への助言機
能をもっている。加えて、取締役会との独立機能
を有していることも考えられる。つまり、アドバイ
ザリー・ボードがもつ社外の有識者を取り入れる
という性質を活かすことができるのは、おおよそ
図 4のような位置づけなのであろうと考えている。
したがって、このアドバイザリー・ボードの位置
づけが、筆者が検討しているアドバイザリー・ボー
ドの基本的位置づけとなるのであろうと考えてい
るのである 22。

3-2　 内部機関としてのアドバイザリー・ボー
ド

　アドバイザリー・ボードは、内部機関として取
締役会の内部に設置されることが考えられる。こ
こでは、取締役会と内部機関としてのアドバイザ

図4 外部機関としてのアドバイザリー・ボードの位置づけ

（出所）筆者作成。
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リー・ボードを図 5で示し、その位置づけを検討
する。そして、アドバイザリー・ボードが取締役
会の内部に組織されていることから、この欠点も
検討している。また、外部機関としてのアドバイ
ザリー・ボードと異なる位置づけとなっている違
いも説明していく。
　図5は、（2）取締役会の内部機関としてのアド
バイザリー・ボードの位置づけである。図 5によ
ると、アドバイザリー・ボードは、取締役会の内
部機関として密接に関係していると考えられる。
まず、役割では、外部機関としてのアドバイザリー・
ボードに加えて、常務会としての役割があるとい
うことが違いとして考えられる。この役割は、取
締役会の下部組織である常務会（代表執行役や
執行役員など）を指す。主に、取締役会での意
思決定における前段階の審議機関という役割であ
り、取締役会での意思決定の迅速化が求められて
いることが考えられる。また、機能では、外部機
関としてのアドバイザリー・ボードの機能と同様
である。しかし、取締役会と代表取締役との独立
機能においては、内部の機関であるため、独立性
を有しているということは現時点ではいうことは
できないと考えている。

3-3　 取締役会や代表取締役の直属機関とし
てのアドバイザリー・ボード

　アドバイザリー・ボードは、取締役会や組織内
部の代表取締役の直属の機関として設置されるこ
とが考えられる。ここでは、取締役会と代表取締
役におけるアドバイザリー・ボードを図6で示し、
その位置づけを検討する。また、取締役会と代表
取締役の直属機関としての位置づけで特徴となる
点を説明していく。図 6は、（3）取締役会や代表
取締役の直属機関としてのアドバイザリー・ボー
ドの位置づけである。ここでは、アドバイザリー・
ボードの役割と機能を、取締役会と代表取締役と
に区別して考察している。
　まず、役割では、図6によると、アドバイザリー・
ボードは、取締役会や代表取締役に対して同様の
役割を有しているということができる。また、機
能では、取締役会と代表取締役とで違いがみら
れる。ここでは、代表取締役に対する取締役会
への審議内容の報告という点にあるだろう。つま
り、代表取締役が直属で組織するアドバイザリー・
ボードは専門委員会（企業倫理委員会やCSR 委
員会、そして内部統制委員会など）で組織される
ことが考えられる 23。したがって、代表取締役の
直属のアドバイザリー・ボードは、企業経営にお
いて実務的な状況を代表取締役に報告する機能

図5 内部機関としてのアドバイザリー・ボードの位置づけ

（出所）筆者作成。
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や、幅広い見地から企業経営に助言や提言を行う
委員会の設置を推進する機能を有していると考え
ることができる。

3-4　 アドバイザリー・ボードの企業経営に
おける位置づけと実効性

　今日の日本企業のアドバイザリー・ボードは、（1）
外部機関としての位置づけ、（2）内部機関として
の位置づけ、（3）取締役会や代表取締役の直属
機関としての位置づけ、の3点において議論され
ていると考えられよう。また、企業経営における
位置づけは、3点のなかでも役割と機能によって、
検討を区別する必要があり、現時点で役割と機能
の明確な位置づけができなかった。ただ、今回調
査した49 社の企業の実践状況と企業例によって、
いかなる役割や機能を有するシステムがアドバイ
ザリー・ボードであるのかは明確に示すことがで
きたのではないかと考えている。
　そして、今日におけるアドバイザリー・ボード
は企業経営において、すでに企業が独自に策定し
た企業経営機構改革などの計画書に記載され、そ
の役割や機能が模索されている。これは、アドバ
イザリー・ボードが企業経営において必要不可欠
なシステムとして認識されていることであろう24。
そして、経営者もアドバイザリー・ボードの主な

性質（役割と機能など）を理解することで、企業
経営においてアドバイザリー・ボードがより実効
力のある経営システムとして変わっていくであろ
うと考えている。

3-5　 アドバイザリー・ボードの役割と現状
に対する批判

　今日では、もはやコーポレート・ガバナンスと
いう言葉や経営改革といった言葉を聞かない企業
は少ないと思える。筆者はここまで、アドバイザ
リー・ボードに関する基礎的考察として、アドバ
イザリー・ボードの主な性質と、そして企業導入
例と企業経営における現時点での位置づけを述べ
た。さらに、アドバイザリー・ボードが企業経営
において実効性が発揮できる方策として、企業の
行動規範や行動指針への明記を述べた。ただし、
現時点ではその位置づけや相互の役割を明確に
することはできていない。つまり、アドバイザリー・
ボードとは何かという定義が困難であったという
ことができる。
　そして、アドバイザリー・ボードは、企業によっ
て形態が異なるということを論じた。実際には、
その規模や構成員数、そして社内構成員と社外構
成員の明確な規定は調査した限りでは判断できな
いことも示唆しなければならないのである。さら

図6 取締役会や代表取締役の直属機関としてのアドバイザリー・ボードの位置づけ

（出所）筆者作成。
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に、アドバイザリー・ボードの自由度や柔軟性か
ら、規模や業種を問わず多くの企業がアドバイザ
リー・ボードやそれと同じ機能や役割を持つ機関
を設置しているということも考えておかなければ
ならないのである。

4　 企業におけるアドバイザリー・ボー
ドの有効性

4-1　 経営者におけるアドバイザリー・ボー
ドの利点

　アドバイザリー・ボードが実際の企業経営にお
いて有効に働いている理由は、実行する主体が経
営者や取締役会内にあるためであろう。また、組
織する経営者や取締役も自社の経営計画の方向
に応じて設置し、かつ企業の目的に合ったアドバ
イザリー・ボードが設置されることで有効に働く
とも考えられる。その考えの中には、コーポレー
ト・ガバナンスを意識する経営者への監視や監督
機能の強化が重要との認識が前提としてあるので
はと推測する。つまり、経営者へのコーポレート・
ガバナンスに対する意識向上を目的としてアドバ
イザリー・ボードの役割を拡大していくという可
能性があるのではと考えられるのである。
　アドバイザリー・ボードの利点が経営者や取
締役会内にあるという利点の他にも、アドバイザ
リー・ボード自体の存在位置にも利点があるよう
に感じられる。それは、アドバイザリー・ボード
が取締役会より上位の位置に存在できる可能性が
あることである。具体的には、アドバイザリー・ボー
ドで審議され、提言が行われない内容以外は取締
役会でも議論の対象にならないということに反映
されている。また、経営者や取締役の報酬などの
審議の際には、経営者や社内の人員を一時的に退
出させる仕組みがあるという現状もその利点のな
かの1つであろう。

4-2  社外構成員におけるアドバイザリー・
ボードの利点

　アドバイザリー・ボードを設置している企業に
多く見受けられる点として、企業や経営者にとっ
て都合の良いアドバイザリー・ボードが機能して

いることが考えられる。しかし、企業にとって都
合の良いアドバイザリー・ボードというのは、都
合の良いという反面で比較的に自由度の高いシス
テムであろうと考えられる。この点に社外構成員
がアドバイザリー・ボードの利点を活かせる可能
性があると考えられる。
　アドバイザリー・ボードの利点が社外構成員の
役割にあるという理由は、経営者に対する提言や
審議が可能であるからであろう。つまり、経営者
に対して緊張感をもった経営を行わせるように働
きかけをし、その結果次第で指名や報酬の基準を
審議できることである。この自らの評価を第 3 者
が行うという仕組みは、経営者に対しても社外構
成員にも影響を与え、他企業のコーポレート・ガ
バナンスにも影響を与えうると考えられる。
　多くの利点を持ち、コーポレート・ガバナンス
に対して有効性を発揮しうるアドバイザリー・ボー
ドは、今後もその有効性を拡大させていくであろ
うと考えられる。ただし、今回挙げたアドバイザ
リー・ボードの有効性における利点は、経営者や
構成員の視点から考察し互いの監視や監督の機
能を強化するための例である。筆者が今後も注視
していきたいことは、アドバイザリー・ボードに
新しい役割が加えられた時、その影響がいかなる
形で企業経営に反映されていくかということなの
である。

5 おわりに

　コーポレート・ガバナンスの実行力を向上し、
企業経営に影響を与えるシステムは日々模索され
ている。それは、企業経営機構における社外取締
役や社外監査役の増員といった一般的な対策にと
どまらず、今回検討したアドバイザリー・ボード
という1つの経営システムにもその対策が織り込
まれているため、そちらにも目を向ける必要があ
るのではないだろうか。なぜならば、コーポレート・
ガバナンスを重視している経営者は、既存の経営
システムに新しいシステムを導入することにリス
クを感じ、大規模な経営改革に着手できない状況
が少々あると考えられるからである。また、アド
バイザリー・ボードの機能自体が一般的に明確に
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なっていないため、正しく企業経営機構の一部と
して機能しないのではという危惧がされているた
めであろうと考えている。
　アドバイザリー・ボードの性質は、企業経営に
おいて主に取締役会や代表取締役への助言や提
言を基本としている。そして、その性質は、取締
役会や代表取締役だけではなく、新しい経営シス
テムとして企業経営に設置されているのである。
それは、今後のアドバイザリー・ボードにおける
議論の対象が、取締役会や代表取締役への助言
だけでは明確に説明ができなくなるであろうと考
えることができよう。また、アドバイザリー・ボー
ドを議論するために、より広い見地からも検討を
行う必要があるだろう。そのために、アドバイザ
リー・ボードが、企業経営におけるコーポレート・
ガバナンスのなかでいかなる位置づけ（もしくは
役割）で論じるべきか、ということを今後の研究
の念頭に置きつつ、既存の企業経営機構や経営
システムに適したアドバイザリー・ボードの役割
と機能をより明確にしていくことにも注視し進め
ていく必要があると考える。

注

1		 コーポレート・ガバナンスの定義に関しては、多
くの意見が交わされているが、おおよそ、小島大
徳［2004］において定義されたことに論拠している。
また、2 つの側面に関しては、主に、（1）企業不祥
事を防止するために、経営者に対する監視・監督
をすることなど、（2）企業競争力を強化するために、
取締役会に社外取締役を導入し、経営の効率化を
図ることなど、が挙げられる。

2		 社外取締役や社外監査役の増員による経営者への
チェック機能を指す。

3		 企業は、日本のあらゆる団体が公表している原則
（コーポレート・ガバナンス報告書など）を参照し
ている。この流れは、経営者にコーポレート・ガバ
ナンスへの積極的働きかけを促し、経営者主体によ
るコーポレート・ガバナンスが実践されていくよう
になった。そして、企業が独自に作成した原則は既
存の企業経営システムに導入されている。

4		 企業の経営者が原則を用いて、または新しい経営
システムを構築し導入して企業の利益となった事例
は少ないと考えられる。また、具体的結論も多様で
ある。

5		 システムが必ずしも原則ではない場合でも、経営

者はシステムの内容を再検討や取りやめという方向
に向かうだろう。したがって、システムの不適応が
直接的に企業競争力を低下させることになるとは考
えない。

6		 経営者は、システムが失敗した時の改善策として
注 5のような方法をとる。本論文で明確にしておき
たいことは、経営者による改善策が失敗時や成功時
においても、企業のなかで有効に活用されるシステ
ムの模索であることを前提条件としている。

7		 アドバイザリー・ボードの多くは経営諮問委員会
と訳され、よく企業経営機構や取締役会のなかで
組織されていることが多い。

8		 公認会計士や税理士、そして弁護士などの専門職
者を指しているが、その範囲は評論家や作家にまで
広がり、一概に定義がされていない。

9		 小島大徳［2004］ 11頁を参照したが、ここでは便
宜上利害関係者との対話に関しては検討をしていな
い。

10		注 4と同様である。加えて、利害関係者に対する
活動も適宜含めることとしている。

11		コーポレート・ガバナンスの問題点としてはいくつ
か挙げられるが、企業不祥事への対処法が不透明
なことや、企業経営者におけるコーポレート・ガバ
ナンスの認識度や実践度などの解釈をしている。

12		現在では、アドバイザリー・ボードに法的強制力
や規制力はないとされている。これに関する詳しい
ことは今後の研究で詳細を明らかにしていきたい。

13		今回検討した49 社の企業にはわずかしか見られ
なかったが、7 つの名称の他に、「経営会議」「審議
会」といった組織も存在する。

14		企業の収益性の向上や効率性の向上であり、企業
ごとの経営目標の達成ともいうことができる。

15		今回調査した企業の選択の基準は、本文中の基準
に加えて、（1）取締役会や代表取締役、そして経
営会議もしくは常務会に対して助言できること、（2）

（1）で挙げた機関のいずれかにおいて1つでも独立
した形をもっていること、（3）コーポレート・ガバ
ナンスという言葉を用いて、かつ企業経営上の大き
な位置づけとなっている企業、もその基準にした。
また、アドバイザリー・ボードを設置している企業
でも、とりわけその導入度や機能している状況を調
査（報告書などで）したうえで挙げたものである。

16		今後も専門的資格を有した有識者（社会保険労務
士や司法書士、そして中小企業診断士）が含まれ
ていくだろう。

17		大学教員や学者が他の構成者と比べて低い理由
は、より実務者的議論が交わされる会議において懸
念される傾向があることが多くの理由としてくみ取
ることができたからである。

18		ここでは、その他の分類の便宜上で記載をしてい
る。帝人と第一三共には存在しない。

19		常務会は、筆者の分析によると、経営執行会議な
どが該当し、社長の直属の機関として組織されてい
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る会議と解釈している。
20		内部機関とは、基本的に取締役会の内部に組織さ

れている機関を指す。
21		外部機関とは、基本的に取締役会と機関として独

立した形で組織されている機関を指す。
22		ここでは、もともとのアドバイザリー・ボードの役

割である社外からの助言や取締役会に対する独立
性ということを理由に、内部機関や取締役会と代表
取締役の直属機関よりも優先したと解釈している。

23		代表取締役の直属機関とは、代表取締役がアドバ
イザリー・ボードの構成員を決定していることを指
す。しかし、取締役会の意向が反映されているかど
うかという疑問に関しては、ここで明確に取締役会
と区別しているため、説明は省略している。

24		企業経営機構改革などの計画書は、企業が証券
取引所などに提出するアニュアルレポートなどに該
当している。また、企業のホームページで公開して
いる情報も適宜含めることとしている。加えて、筆
者は、行動規範や行動指針が企業独自の原則に該
当するということを前提にしたうえで、アドバイザ
リー・ボードの設置への明記を行動規範や行動指
針に促している。
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参考インターネットサイト（最終アクセス日
12月 2日）
アコム株式会社
旭化成株式会社
アサヒビール株式会社
味の素株式会社
アステラス製薬株式会社
NTTドコモ
　コーポレート・ガバナンス
出光興産株式会社
オエノンホールディングス株式会社
オリンパス株式会社
鹿島建設株式会社
株式会社クラレ
株式会社サンリオ
　コーポレート・ガバナンス報告書
株式会社資生堂
株式会社ダイセキ
株式会社日本製紙グループ
株式会社ブリジストン
株式会社マンダム
株式会社みずほフィナンシャルグループ
株式会社ワコールホールディングス
キリンホールディングス株式会社
キャノン株式会社
キューピー株式会社
経団連意見書 わが国公開会社におけるコーポレート・

ガバナンスに関する論点整理（中間報告）
　http ://www.ke idanren .or . jp/ japanese/

policy/2000/061/sanko.html#toyota
小林製薬株式会社
コマツ（小松製作所） 
　コーポレート・ガバナンス インターナショナル・ア

ドバイザリー・ボード
コムシスホールディングス
昭和シェル石油株式会社
信越化学工業株式会社
住友商事
　住友商事アニュアルレポート2008
   住友商事インベスターズガイド2007
   住友商事コーポレート・ガバナンス原則
住友電気工業株式会社
住友林業
積水ハウス株式会社
ソニー
   企業の社会的責任
   コーポレート・ガバナンス体制
　Sony Japan コーポレート・ガバナンス
　Sony Japan 国内取引所向けコーポレート・ガバナ
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ンスに関する報告書
第一三共株式会社
ダイキン工業株式会社
大和証券経営戦略レポート2005
　http://www.dir.co.jp/consulting/report/strategy/

05083001strategy.html
大成建設
武田薬品工業株式会社
大東建託
中央三井トラストホールディングス 
   コーポレート・ガバナンス報告書
中外製薬株式会社
TDK 株式会社
TEIJIN
   TEIJINアニュアルレポート2008
   帝人グループのコーポレート・ガバナンス
   TEIJINコーポレート・ガバナンスガイド2007
TEIJINコーポレート・ガバナンス報告書 2008

テルモ株式会社
TOTO 株式会社
東京海上ホールディングス株式会社
東レ株式会社
トヨタ自動車株式会社
ニッタ株式会社
日本毛織株式会社（ニッケ）
日本電気株式会社
日本電設工業株式会社
古河電気工業株式会社
三井製糖株式会社
三菱自動車工業株式会社
三菱UFJフィナンシャルグループ
コーポレート・ガバナンス 取締役会傘下委員会なら

びにアドバイザリー・ボードの委員構成

（各企業のインターネットサイトは、企業の関連ホームページ
を参照した。）
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